（様式６）
募集要項の「３　応募資格」を満たしている旨の誓約書

令和　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事　大野　元裕

　　　　　　　主たる事務所の所在地

企画提案者　　商号又は名称

　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

多目的競技場官民連携方策検討調査及び要求水準書作成業務委託企画提案への参加に当たり、「多目的競技場官民連携方策検討調査及び要求水準書作成業務委託企画提案募集要項」の「３　応募資格」を満たしていることを誓約します。
（参考）多目的競技場官民連携方策検討調査及び要求水準書作成業務委託企画提案募集要項
３　応募資格
　　次の（１）～（９）のすべてを満たす事業者とする。
　（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者ではないこと。
　（２）埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第９１条の規定により、埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者ではないこと。
　（３）企画提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。
　（４）企画提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けている者ではないこと。
　（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。
　（６）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等の納付すべき税金を滞納している者ではないこと。
　（７）令和７・８年度埼玉県建設工事等競争入札参加資格者名簿の「建設コンサルタント」又は「建築関連コンサルタント」のいずれかに登載されている者であること。
　（８）過去１０年間（平成２８年度以後）において、「公営競技（競輪・中央競馬・地方競馬・競艇・オートレース）施設」又は「観客席を有するスポーツ施設（球場、スタジアム、アリーナ、競技場、体育館等）」の「官民連携方策（Park-PFI、PFI、DBO等）検討調査」及び「要求水準書又は仕様書を含む事業者公募資料作成」の両方について業務を完了した実績を有する者（元請けに限る）であること。
　（９）本企画提案に複数の企業で参加する場合は、次に掲げる全ての要件を満たしていること。
　　　　ア　すべての構成員が前記（１）～（６）の要件を満たしていること。
　　　　イ　代表構成員が前記（７）及び（８）の要件を満たしていること。
　　　　ウ　各構成員は、他の構成員として又は単独で本企画提案に参加していないこと。















